
3 款 3 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

514,000 514,000 0 0 0 1,028,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

受給者数 人 290 300 291 273
受給世帯数 世帯 220 230 221 216
自立支援プログラム活用 人 27 27 26 32

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 103,398 454,177 69,082 135,104

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 9,817 1,000 1,604 3,544

349,752
県支出金 2,842 2,445 0 3,759

人件費 25,055 25,332 13,671 25,332
国庫支出金 381,278 35,050 171,042

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 3.15 3.15 1.70 3.15
人件費単価 7,954 8,042 8,042

25,332
合計 0 492,672 241,728 492,159

事業費
直接事業費 472,280 467,340 228,057 466,827
人件費 25,055 25,332 13,671

改善策の
具体的

取り組み

評価対象外

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、そ
の自立を助長することを目的とする。

事業の内容

生活・教育・住宅・医療・介護・出産・生業・葬祭の各扶助に金銭給付若しくは現物給付を行う。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

評価対象外

新規に生活保護の相談にくる方には、十分に制度内容を理解していただいたのちに申請を受理し、緊急性が
ある場合は、関係機関と連携しながら即座に対応する。受給者には、個々の能力に応じた自立を促す。

事業の対象 生活保護受給者及び生活困窮者

根拠法令等
生活保護法

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 福祉課 電話番号（内線）： 526
記入者情報 所属長： 渡辺 悦子 担当責任者： 米湊 明弘

事務事業名 ●【評価対象外】生活扶助事業
予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業


